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２Ｅ１７ 

大学における研究支援人材の概況：  

産学官連携コーディネータと URA を中心に 

 
○高橋真木子（金沢工業大学），古澤陽子（東京大学），枝村一磨（日本生産性本部）， 

隅藏康一（政策研究大学院大学）  

 
1. はじめに 

 イノベーション推進にかかる大学等の専門人材の必要性、重要性は指摘されて久しい。専門人材

の代表例として、産学官連携に関わるコーディネータや、研究力強化に携わるリサーチ・アドミニ

ストレーター（以下、URA と略す）があり、各々2001（H13）年の文部科学省産学官連携コーディネ

ーター制度や 2011（H23）年のリサーチ・アドミニストレーターを育成・確保するシステムの整備

事業（以下、URA 整備事業と略す）がその普及・展開に大きなきっかけとなった。個々の職種の貢

献や役割を明らかにするための概況把握が行われるにつれ、これら専門人材に共通の課題も認識さ

れるようになり、以下のような必要性が指摘されるようになる。すなわち、1）これらの職種が提

供する価値を明らかにし、それにより所属組織にとって必須の存在であることを明示する、2）業

務に必要となるスキルの把握と指標による評価制度を確立し、大学の機能向上に貢献するシステム

を整備する、というものである。この背景には、任期付雇用という不安定な処遇のままでは、長期

的な視野での貢献や、優れた人材の確保・定着が困難である、という課題認識がある。 

 しかし、これまでこれらの専門職全体にかかる実態把握は実はあまりなされていない。まず職名

が多岐にわたり、提供する業務区分が広範で、全体をカバーする統一されたデータベースがない。

また、制度発足当初よりスキル標準が示された URA 以外は業務区分自体も調査毎に相違がある。ま

た所属組織は、大学、国立研究所や独立行政法人形態の研究所、地方公共団体と広く、調査主体に

より調査対象も異なっていることも多い、というような理由が挙げられる。 

 そこで本調査では、国公私立大学における上記専門職種の実態把握を目的に、コーディネータ、

URA について、配置状況、雇用条件、前職キャリア、担当業務について、特に２つの職種の関係性

や経年変化に力点を置いて明らかにし、２つの職種の協働の可能性について考察する。 

 

２．データ 

 本調査では、2011(H23)年度から 2015(H27)年度の「大学等における産学連携等実施状況調査（文

部科学省実施、以下「産学連携調査」）」の大学レベルの個票データを用いる。産学連携調査は、国

公私立大学（短期大学を含む）及び国公私立高等専門学校ならびに大学共同利用機関を対象に毎年

実施されており、2015(H27)年度の調査対象機関数は、国立大学 86校、公立大学 97校、私立大学 827
校、国公私立高等専門学校 57校、大学共同利用機関 4校の合計 1,071校である。調査項目には、産学

連携関連人材の属性、雇用条件、担当業務の範囲などが含まれている。調査票説明において、産学

官連携コーディネータ、URA は何も、それらの機能を提供する者として整理されており、必ずしも

各組織における職名にはとらわれないi。また、大学の研究推進支援において重要な役割を果たす技

術系専門職員iiについては、本調査の対象外である。調査対象期間は、この職種に大きな影響があ

る文部科学省の 2つの事業が開始された時期を含み、これらの職種の展開の経緯を把握する上で現

状入手可能な最適な 5 年間である。調査全体の回答率は、５年間を通じ国公立は 100％、私立は

94.1(2015)-87.7(2011)%の間である。 

 

３．配置状況（機関数及び人数） 

 表１に集計結果を示す。 

1）コーディネータについて 

 組織類型を問わず、1 人以上コーディネータを配置している機関の割合は年度で若干の変化があ

るが、全体でみると約３割の機関が配置、人数は約 700 名である。国立大学に限ると、65 大学から

62 大学に微減しているがそれでも７割の大学が配置し、平均 5−７人である。 配置人数全体では 
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微減で、私立大学は若干増加しているが、国公立大学の減少がそれを上回っている状況である。 

2）URA について 

 組織類型を問わず、1 人以上 URA を配置している機関の割合は年数とともに増加している。国立

大学については、文部科学省の URA 整備事業（2011 年開始）、研究大学強化促進事業（2013 年開始）

の影響を大きく捉え、初年度 28 大学から、54 大学に倍増し、全人数もほぼ倍増している。 

 配置人数については、全体で倍増し、特に国立大学については、全体人数、一組織あたりの平均

配置人数の何もが増加している。一方、公私立大学は、5 年間で増減があり、全体傾向は微増とい

う状況である。 

 

４．雇用財源とテニュア比率iii 

1）コーディネータについて 

 安定的な財源である機関の運営経費ivでの雇用は、組織類型全体では増加（2011 年の 58％から

2015 年は 79％へ）し、類型別では、私立と公立ではほぼ変化がないのに対し、国立では 40%（2012）

から 70％超へ伸びている。テニュア比率は図１aに示すとおり、全体としては上昇している。 
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2）URA について 

 運営経費での雇用は、組織類型全体では５年間を通じほぼ６割程度で推移しているが、国公私立

とも、年度推移はコーディネータに比し大きく増減があり、５年間の凡その変動幅は、国立（45−60%）、

公立（35-80%）、私立（60-90%）である。図１bのテニュア比率は、全体としては下降傾向であるが、

この職種では、全体人数に占める国立大学所属の割合が約７割に達していることから、人数が倍増

したことによるテニュアポジション比率の下落や、調査期間が普及化にむけた当初５年間であり、

この職種を組織内でどう処遇するかについての検討の推移が現れている可能性も考えられる。 

 

５．前職キャリア 

コーディネータと URA の前職の比較を図２に示す。 

1）コーディネータについて 

 求められる機能に関連し、コーディネータでは事務

系、技術系、知財法務系の経験者がいずれも 15-20%

従事している。年齢構成は、類型全体では 5カ年で大

きく変わらず、60 代が 5 割弱、ついで 50 代、40 代、

30 代以下と続く。 

2）URA について 

 URA はコーディネータと比し研究職経験者の存在

が明らかになる。また URA について年度毎の従事者の

前職の推移をみたが、年度毎に大きな変化は見られな

かった。年齢構成も、調査期間で変化が見られる点が

コーディネータと異なる。2015 年度は、類型全体で、

30 代以下、40 代が何も 3 割程度、50 代、60 代は 2 割前後である。経年でみると、2011 年は、30

代以下が約 4 割を占めていたが、年を経ることで平均年齢もあがってきている。 

 

６．担当業務  

1）コーディネータについて 

 業務内容は、国公私立大学間、年度

間のいずれも全体的に大きな変動はな

く、その類型の大学においてコーディ

ネータの業務として実施していると回

答した大学が多い順に、地域貢献、シ

ーズ PR、ニーズ調査、研究開発支援で

ある（図３）。 

2）URA について 

 URA スキル標準に従い区分された業

務内容では、調査項目設計の変化があ

るため比較可能な2013年以降の３年間

の推移をみると、プレ、ポストアワー

ド、戦略推進の単独業務は減少し、全業務を担うプレ及び戦略推進が増加している。コーディネー

タの業務との関係でみると、URA スキル標準には、「その他専門業務」９種のうちの一つに産学連携

業務が含まれているが、いずれも割合が多くなく１割前後である。 

 

７．考察 

1）コーディネータと URA の雇用の相互関係について 

 コーディネータと URA が担う機能は、本来大学にとって両方必要ではあるものの、大学財務環境

が厳しさを増すにつれ、コーディネータの雇用が当面の外部資金獲得に直接的に機能する URA に置

き換わっているのではないか、という指摘や、それが各種の連携や協働に暗黙に負の影響を及ぼし
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ているという意見もある。そこで本分析では、各大学の個票データに遡り、組織単位でコーディネ

ータと URA の配置状況を詳細に分析した。その結果、国公私立大学全体で、「(コーディネータと URA

の)両方を配置」は 7%から 12.4%に増加し、逆に「どちらも配置していない」組織は、70%から 63%

に減少していた。 

 国立大学に限定してみると、「両方を配置」は 31%から 53.5%に増加し、「どちらも配置していな

い」組織は 18%から 16％に減少、「どちらか一方のみを配置」組織も 40%から 24％に減少していた。

このことから、コーディネータの本格稼働は、URA から遡ること約 10 年先行しており、国立大学の

URA 総数がこの期間に倍増していることから、コーディネータを配置していた多くの大学がこの５

年間に URA の配置もおこなったと想像される。URA の登場によりコーディネータの雇用枠が奪われ

る、という事象はなお完全には否定できないものの、全体でみると、今後の大学に必要な活動を担

う専門職として、その認知を高める相乗効果を示しているとみることができる。 

２）大学の研究資源獲得・活用

モデルにおける、コーディネー

タと URA との役割について 

 主に産業界との共同研究、技

術シーズの PR や特許化支援な

どを担うコーディネーの役割

と、研究資源の把握・充実・活

用を軸に研究力強化に貢献す

る URA の役割を、大学の研究資

源獲得・活用モデル（高橋、吉

岡 2016）にあてはめると、協調

的に機能しうることが明らか

になる。個々の大学の活動方針

や組織体制により役割分担の

形態は多様であろうが、例えば、

産業界との連携関連は公的競

争的資金獲得も含めコーディ

ネータが担当し、科研費や部局をまたぐ学際融合、1 大学 1 提案に限られる大学本部が関与する競

争的資金獲得は URA が担当する、というスタイルもこのモデルの説明で整合的である。 

 本調査により明らかになったコーディネータと URA の現状を踏まえ、今後、外部資金の獲得にど

のような貢献が見られるか、定量的な効果を含め把握を行うことは価値があると考える。 

 
本調査は、政策研究大学院大学の政策研究センター「大学の専門スタッフが外部資金獲得や産学連携活動に及ぼす効果に

関する研究プロジェクト」（代表隅藏）の支援を受けたものである。 
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になっている。また担当業務などに関しては、両者のいずれかに整理され、重複した回答とならないよう整理してある。 
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iii  テニュア比率とは、「期間の定めの有る雇用」と「期間の定めのない雇用」の合計人数に対する「期間の定めのない

雇用」の人数割合を示す。 
iv 機関の運営経費とは、国立大学法人運営費交付金、私立大学等経常費補助金などの基盤的経費を示す。 

大学の研究資源獲得・活用モデル 
 

26 

研究活動時間 

研究人材 

研究施設/機器 

研究資金 

研究補助人材 

一般大学資金 授業料収入 知的財産収入/ 
寄附 

研究成果 

学術的名声 

社会的名声 

成果社会還元 

〔研究提案〕 

(-) 

(+) 

(+) 

(+) 

(+) 

教育活動時間 

行政活動時間 

〔公的評価〕 

〔教育活動〕 

〔戦略的テーマ
設定〕 

(+) 

(+) 

(+) 

(+) 

(+) 

研究人材の活動時間 
(トレード・オフ関係) 

(+) (+) 

(+) (+) 

(+) 

(+) 

(+) 

(-) 

(-) 

研究戦略
策定 

IR業務/ 
大学評価 

広 コンプライアンス 
/研究倫理対応 

〔研究関連 
業務〕 

〔学生募集〕 

(+) 

(+) 

競争的資金/ 
民間研究資金 

URAの業務 

高橋・吉岡（小林）(2016)のモデルにコーディネータ業務を追記 

術移転 技 

報 

アワード ポスト 

アワード プレ 

Cの業務 
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